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研究成果の概要（和文）：　公共政策を政策分野、すなわち環境政策、金融政策、教育政策などを横断する視点、すな
わち時間、空間、知識と技術、目標と成果、政策類型などの観点から分析することによって、公共政策論を学問体系と
して確立するとともに、政策分野を越えた相互学習できることを目指した。
　たとえば空間という観点から、都市の風格を測定する視点を獲得し、地方都市の風格を測定・比較する研究書を出版
した。
　目標と成果という観点からは、政策を政策的成功－政策的失敗、政治的成功－政治的失敗という視点を獲得した。

研究成果の概要（英文）： By analyzing various public policies from the horizontal angles such as time, 
space, knowledge and technology, goals and outcomes, policy types, etc., which are different traditional 
and vertical angles such as environmental policy, monetary policy, education policy, etc., we attempt to 
establish a public policy study as an integrated discipline as well as to learn each other among other 
policy areas.
 For example, from the point of view of space, we got the point of view to measure the style(hukaku) of 
the city, was published a monograph to measure and compare the local cities.
 From the viewpoint of goals and outcomes, we got the point of view of "political success - policy 
failures" and "political success - political failure".
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１．研究開始当初の背景 
公共政策研究は「教育政策」「福祉政策」
など縦割りに行われた。すなわち、各論のみ
が存在した。公共政策研究は学際的なままに
とどまっていた。 
２．研究の目的 
このような状況に鑑み、縦割りの政策分野
を横断すべく、「知と技術」「空間」「時間」「類
型」および「目標と成果」という横割りの
観点から研究することで、公共政策研究の
総論を確立する糸口をつかもうとした。 
３．研究の方法 
「知と技術斑」は理論研究、ケーススタデ
ィのための文献研究、現役官僚へのインタビ
ューなどを実施した。 
「空間班」はアグリゲートデータの分析、
研究対象都市への実地調査と関連資料の分
析などを行った。 
「時間班」は事例研究を行った。 
「類型班」は理論研究を行った。 
「目標と成果班」は事例研究を行った。 
４．研究成果 

「知と技術班」は政策決定過程における

専門知の役割について研究を進めた。まず

先行研究を検討し、専門知として、経済学

などの学問知と、政策当局の経験知（現場

知）とがあり、後者には過去の経験や海外

の経験に基づく知識のほか、職場での勤務

を通じて得られる技能などが含まれること、

また近年の研究では官僚の専門知として、

政策に関する専門知識よりも政策決定過程

を管理する技術の方が重要視される傾向に

あることを確認した。次に、実際の政策決

定における学問知と経験知（現場知）との

関係について、政策決定に際して経済学と

いう学問知の影響がきわめて強い政策領域

と考えられる金融政策を対象として検討を

行った。1990年代以降の日本における金融

政策の決定について検討を行った結果、経

済学という学問知によってしても唯一の政

策が導かれるわけではなく、複数の政策が

提示されうること、また実際には政策当局

の経験知（現場知）に基づく政策が採用さ

れることが多いことが明らかとなり、公共

政策決定における経験知（現場知）の重要

性が確認された。 

「空間班」は、都市の風格の形成要素の解

明、地方議会引用地名による政策学習の前

提となる「空間」の試行的検証、議会基本

条例制定の背景における政策波及の可能性

の指摘、英国政府間関係の財政調整制度と

地方税改革の検証、国の地方機関に関する

自治法規定の役割の解明を行った。 

「時間班」は、日本の政治発展の中で時間

の要素が政策や制度に与える影響について

調査研究を行った。佐々田は農業担い手政

策、秋吉貴雄は会計検査制度の形成・進化

の研究を行った。西岡は社会の規範形成に

政策が寄与する可能性を、北山は市町村の

総合行政体制への過程を研究した。 

「時間班」は、日本の政治発展の中で時間

の要素が政策や制度に与える影響について

調査研究を行った。佐々田は農業担い手政

策、秋吉貴雄は会計検査制度の形成・進化

の研究を行った。西岡は社会の規範形成に

政策が寄与する可能性を、北山は市町村の

総合行政体制への過程を研究した。 

「類型班」は、内生性の陥穽に囚われて足

踏みをしたということがあるので、類型を

独立変数とするこだわりを捨てて、政策分

類自体を精緻化する方向に進んでおり、わ

れわれもこの方向をとった。重要な共通の

キーワードはイシュー・セイリアンスであ

る。 

「目標と成果班」は、事例を政治的成功・

失敗と政策的成功・失敗に分け、その要因

を分析した。そのため、再選、法案通過、

非難回避を政治的成功と失敗を区別する基

準とする。他方、政策が到達した「帰結」

と法案の通過を政策的成功と失敗の基準と

する。分析対象の事例は以下の通りである。

政治的・政策的成功の事例として、SO2と

ゴミ減量施策などを、政治的には成功した

ものの政策的に失敗した事例としてクリン

トン政権の医療保険改革を分析した。その

反面、CO2削減政策は両方失敗した事例で

あり、オバマ政権の医療保険改革と乳児家



庭全戸訪問事業を分析した。 
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